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令和５年４月補正予算の概要
【令和５年郡山市議会第１回臨時会提出議案概要】



一般会計 22億2,822万２千円

累 計 1,365億9,022万２千円

特別会計を含む

累 計 2,407億3,934万８千円

（１）提出議案の概要・補正予算案
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〇 予算議案 １件（一般会計）



令和５年４月補正予算の概要

（２）補正予算の内容

エネルギー等、物価の高騰が続くなか、国が交付する「地方創生臨時交付金」を活用し、
生活困窮世帯、家計、事業者への各種支援を速やかに実施するための予算を計上します。

臨時交付金活用額合計

物価高騰対応生活困窮世帯緊急支援事業 【P4】 臨時交付金活用額 10億5,625万円

① エネルギー・食料品価格等の物価
高騰に伴う子育て世代支援 【P5】

◆小学生の学校給食費を全額公費負担

予算額 ８億7,318万円

① 保育施設等に対する物価高騰対策支援 【P7】
◆光熱費等補助（民間放課後児童ｸﾗﾌﾞ、民間保育施設、幼稚園）

予算額 5,335万円

② 農林水産業における物価高騰対策支援 【P8】
◆飼料価格高騰対策補助 予算額 6,067万円

② 省エネ家電等への買い換え促進に
よる生活者支援 【P6】

◆家庭用定置型蓄電池太陽光発電セット
設置補助等

予算額 3,360万円

◆令和５年度非課税世帯及び家計急変世帯に対する給付（家計急変世帯は市単独）

③ 中小企業等に対するエネルギー
価格高騰対策支援【P6･10･11】

◆事業用太陽光発電設備設置補助
◆商店街街路灯電気料補助 等

予算額 8,117万円

Ⅱ 家計への支援

④ 地域観光業等に対する
支援【P10】

◆宿泊施設等環境整備支援

予算額 2,000万円

補正予算額合計 22億2,822万円
国の施策に呼応した速やかな各種支援の実施

Ⅰ生活困窮世帯への支援

Ⅲ 事業者への支援
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21億7,822万円

※予備費の減額を伴う財源調整をしているため、補正予算額合計と各事業の総計は一致しない



11億7,000万円

財源区分：臨時交付金・単独～物価高騰対応生活困窮世帯緊急支援事業～

Ⅰ 生活困窮世帯への支援

物価高騰の負担感が大きい生活困窮世帯への負担軽減を図るため、エネルギー(電気、

ガスなど) ・食料品等の価格高騰に係る費用を支援します。

生活困窮世帯の光熱費等を支援

給付の流れ

住
民
税
非
課
税
世
帯

郡

山

市

家
計
急
変
世
帯

新

【プッシュ型】 【申請型】

②確認書(振込口座)を返送

②指定金融口座へ振込み

①申請書・添付書類を受付(７月) 
①案内チラシ・確認書を送付(７月)

③指定金融口座へ振込み

4（保健福祉総務課）

対象世帯 給付額 対象世帯数 財源等

①
基準日（2023（令和５）年６月１日）に本市在
住である世帯全員の令和５年度分の住民税が非
課税である世帯

３０，０００円

３２，５００世帯 臨時交付金

②
①のほか、令和５年１月以降の家計が急変し、
直近の収入減少により住民税非課税相当とみな
される世帯

５００世帯
一般財源

市独自施策



小学生の学校給食費を全額公費負担 ８億7,318万円

財源区分：臨時交付金～学校給食費支援事業～

新

地域全体で子どもを育むまちの実現に向けて、中学生の学校給食費を令和５年度から市

独自の財源により全額公費負担としたことに加え、公立小学校に通う児童の令和５年度給

食費を全額公費負担で補助します。

（学校管理課）

令和４年度
２学期

保護者
負担
1/2

給食費の1/2補助
＋

物価高騰分補助

物価高騰分 市負担

コロナ
対策
市負担
1/2

令和５年度

小学生の給食費を
年間にわたり
全額公費負担

物価高騰対策

市全額
公費負担

令和４年度
３学期

物価高騰分 市負担

コロナ対策
市全額
公費負担

全額公費負担

令和４年度
１学期

保護者
負担
1/2

給食費の1/2補助

コロナ
対策
市負担
1/2

※小学校には義務教育学校前期課程を含む【小学校の給食費負担状況】

5

Ⅱ 家計への支援

令和４年度予算 総額５億9,510万円
財源：臨時交付金

８億7,318万円
財源：臨時交付金



エネルギー３Ｒの更なる推進 4,610万円

財源区分：臨時交付金～新エネルギー普及促進事業～
（財源組替を含む）

（環境政策課）

Ⅱ 家計への支援 Ⅲ 事業者への支援

拡

太陽光発電
Re-create（創る）

Reuse（蓄える）

Ｖ２Ｈ

Reduce（省く）
ヒートポンプ
エネファーム

エネルギー価格高騰による負担軽減と2050 Carbon Neutral City Koriyamaを目指し、
再生可能エネルギー設備等の導入促進を図るための補助制度を拡充します。

エネルギー３Ｒ

蓄電池
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 気候変動対策の推進

 サーキュラーエコノミー社会の実現

 コスパの良いエネルギー源確保

再エネ
自家消費

事業の目的

対象設備 予算額 予算額

事業用自家消費型太陽光発電設備 500 1,250

家庭用定置型蓄電池システムと太陽光のセット 1,430 1,950

家庭用定置型蓄電池システム 900 1,200

家庭用地中熱利用ヒートポンプシステム 10 10

家庭用燃料電池（エネファーム） 175 175

家庭用電気自動車用充給電設備（Ｖ２Ｈ） 25 25

＋1,570万円
（金額：万円） （補正額）

＋750万円

＋520万円

＋300万円

財源組替
(臨時交付金活用)

令和５年度当初
3,040万円

補正後額
4,610万円

※環境省ウェブサイトより引用
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民間児童施設等の光熱費等を支援 5,335万円

財源区分：臨時交付金

（こども政策課・保育課）

～特定教育・保育施設等補助事業、民間放課後児童クラブ補助事業等～

給食材料費高騰対策 1,731万円

１ 対象施設：民間認可保育施設

光熱費高騰対策 3,604万円

２ 補助内容：物価高騰により負担が増加している
副食材料費を補助

保護者からの
実費徴集額

物価高騰影響額
給食提供に
要する副食
材料費

この部分
を補助

３ 予 算 額 ：1,731万円

１ 対象施設：民間認可・認可外保育施設
私立幼稚園
民間放課後児童クラブ

２ 補助内容：物価高騰により負担が増加している
光熱費を補助

３ 予 算 額 ：1,488万円（特定教育・保育施設等）

407万円（認可外保育施設）

1,579万円（私立幼稚園）

130万円（民間放課後児童クラブ）

Ⅲ 事業者への支援

継

物価高騰の影響が保護者の家計負担増につながらないよう、民間の保育施設や放

課後児童クラブなどの光熱費や給食材料費の負担増加分の支援を継続します。



6,067万円

財源区分：臨時交付金

新

（園芸畜産振興課）

飼料価格高騰の動向（単位：ｔ）

〇郡山市支援額 6,067万円（事務経費を含む）

畜産経営基盤の支援強化

～畜産経営改善事業～

配合飼料：

飼料価格高騰及び和牛
子牛価格の下落により
経営が不安定化

〇酪農家
飼料価格高騰により
生産費が収入を上回
り経営収支が赤字化

令和３年度第４半期 8.3万円 ⇒ 令和４年度第３四半期 10.1万円（約22％の増）

輸入粗飼料：令和３年度８月 6.7万円 ⇒ 令和４年度１月 9.6万円（約43％の増）

飼料価格高騰の大きな影響を受けている肉用牛及び乳用牛飼養農家の生産基盤の強化と
経営所得の安定を図るため、飼養頭数に応じて飼料価格高騰分の一部を支援します。

〇肉用牛飼養農家

飼料価格高騰に対する支援事業 畜産農家の現状
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１ 対 象 令和５(2023)年４月１日時点で月齢４か
月以上の肉用牛及び乳用牛を市内で飼養
している畜産経営者

内 訳 乳用牛 26戸（ 730頭）
肉用牛 131戸（5,170頭）

２ 補 助 額 １頭あたり10,000円

３ 事業実施主体 福島さくら農業協同組合
福島県酪農業協同組合

Ⅲ 事業者への支援



「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」活用事業 関連する国･県の事業

事業名称 概 要 事業者支援区分
補正額

(財源組替額)

(万円)

補正後
臨時交付金
充当額

事業内容等

1
新
規

中小企業エネルギー価
格高騰対策支援事業

「セーフティネット保証」の認定を受
け、融資を受けた事業者への支援

高
騰
対
策

賃
上
げ

省
エ
ネ

事
業
再
構
築

事
業
継
続

生
産
性
向
上

2,500 2,500
セーフティネット保証制度
中小企業信用保険法による、資
金調達の円滑化を図る制度

2
新
規

業務改善賃上げ応援事
業

事業所内での最低賃金の引上げ及び設
備投資等を行う中小企業等を支援する、
国の業務改善助成金への上乗せ補助

高
騰
対
策

賃
上
げ

省
エ
ネ

事
業
再
構
築

事
業
継
続

生
産
性
向
上

コ
ス
パ
経
営

1,200 1,200
業務改善助成金
最も低い時間給を引き上げ、
設備投資等を行う費用の一部
を助成

3
拡
充

ネットを活用した採用
活動支援事業

採用動画の作成やウェブ活用型合同企
業説明会への出展等、デジタル活用に
よる採用活動費用の一部を補助

事
業
再
構
築

事
業
継
続

生
産
性
向
上

コ
ス
パ
経
営

600 1,000
企業の魅力発信等プロジェクト
企業の魅力発信を支援し、体験
を通じて企業の認知度向上を図る

4
拡
充

中小企業等向け専門家
活用支援事業

新分野展開や業態転換等、事業再構築
に向けた事業計画の策定等に係る専門
家による支援費用の一部を補助

高
騰
対
策

賃
上
げ

省
エ
ネ

事
業
再
構
築

事
業
継
続

生
産
性
向
上

コ
ス
パ
経
営

500 650

事業再構築補助金
新分野展開や業態転換等を支援
ものづくり補助金
新製品・サービス開発のための
設備投資等を支援

5
拡
充 商店街等照アップ事業

電気料金のさらなる値上げを見据え、
商店街等が設置する街路灯の電気料金
のうち、今年度に限り自己負担分を補
助

高
騰
対
策

事
業
継
続

318 1,518

6
拡
充

宿泊施設等環境整備支
援事業

宿泊施設への省エネ設備の導入や集客
力向上に向けた観光施設の改修等の費
用の一部を補助

高
騰
対
策

省
エ
ネ

事
業
継
続

コ
ス
パ
経
営

1,000 2,000
観光地高付加価値化事業
地域計画に位置付けられた宿泊施
設・観光施設の改修などを支援

国

国

県

国

国

国

中小企業等応援プロジェクト2023を拡充 予算総額 8,868万円
（財源組替を含む）

【P10】

【P11】

【P11】

【P10】

【P10】

【P10】 9

アフターコロナ・物価高に対応する経営のニューノーマル構築を支援

(400)

(150)

(1,200)

(1,000)



事業再構築へのチャレンジを支援 6,668万円

財源区分：臨時交付金～こおりやま中小企業活性化事業、商店街等支援事業、観光業支援事業の各一部～

（産業雇用政策課・観光課）

Ⅲ 事業者への支援

中小企業エネルギー価格高騰対策支援事業
2,500万円

新

アフターコロナや物価・エネルギー価格の高騰等の過酷な状況下において、新たな事業開拓な
ど、経営のニューノーマル構築へのチャレンジを支援します。

中小企業等向け専門家活用支援事業 650万円拡

商店街等照アップ事業 1,518万円拡

エネルギー価格高騰に加え、売上が減少する事業者

で、運転資金や設備資金の融資を受け、事業継続へ積

極的に取り組む事業者に給付金を支給する

●対象者 2022年４月１日以降に、セーフティネット

保証４号又は５号の認定書の交付を受け、

融資を受けた中小企業者

●支援金 定額50,000円

宿泊施設等環境整備支援事業 2,000万円

事業者が新分野展開や業態転換等に向けた

事業計画や補助金申請に当たって、公認会

計士、中小企業診断士など、専門家の支援

を受けた際の費用の一部を補助

商店街等が設置する街路灯の電気料金のうち、今年度

に限り自己負担分(20％分)を補助

●対象団体 57団体

宿泊施設への省エネ設備の導入や集客力向上に向けた

観光施設の改修等にかかる費用の一部を補助

●補助額 対象経費の1/2（1施設あたり上限200万円)

●補助額 (1)事業再構築補助金 上限30万円
(2)ものづくり補助金 上限20万円

（財源組替を含む）
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【日本銀行調査統計局データを基に作成】
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国内企業物価指数（2020年1月=100）
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拡



賃上げ・業務改善など労働環境の整備やＤＸ採用活動を支援し、アフターコロナに向け、中小企
業のサステナブルな成長を推進します。

業務改善賃上げ応援事業 1,200万円

Ｚ世代（新卒者）とミレニアル世代（転職希望者）
のデジタル就職活動ニーズに対応した採用活動に要
する経費を事業者に対し補助し、人材確保を図る。

対象経費の1/2（上限20万円）

１ 事業概要

２ 対象者・対象経費

３ 補助額

１ 事業概要

賃上げ環境の整備を行う中小企業に対し、設備投
資などの支援をするため、国の業務改善助成金
（9/10、4/5、3/4）に上乗せ支援を行う。

２ 補助額

設備投資等の額の1/10
（上限:国助成上限額の1/10）

国の業務改善助成金とは

中小企業の賃上げやＤＸ採用活動支援 2,200万円

財源区分：臨時交付金～中小企業業務改善支援事業、中小企業就労支援事業～

（財源組替を含む）

Ⅲ 事業者への支援

市町村として全国初

（産業雇用政策課）

ネットを活用した採用活動支援事業 1,000万円

【対象者】
市内の中小企業・小規模事業者
【対象経費】
〇就職情報サイト掲載登録料
〇採用動画作成委託料
〇ウェブ活用型企業説明会への出展料
〇オンラインの活用に係るコンサル料 等

新 拡

賃金の引上げ
設備投資等

省エネ設備導入、人材育成
コンサルティング など

業務改善
助成金支給

11


